
1
2

評価日 令和年9月30日

評価軸
①～④の
評価点の
平均点

評
価
の
理
由
・
説
明

市民意識調査において広報よしかわを「毎月読んでいる」と回答した
方の割合は48.5％(前年比▲3.7%)となり、施策の進捗状況は順
調とは言えない。

3点

施策に関する現状と課題 総合評価

市民意識調査において広報よしかわを「毎月読んでいる」と回答した方の割合は、70歳以上で
65.7％、60歳代で64.8％、50歳代で52.3％、40歳代で48.3％、30歳代で30.4％、20歳代で
5.6％、10歳代で12.5％であり、年齢が下がるにつれ、購読率が落ちているため、若年世代にも
読んでもらえるような紙面作りが課題である。
マスメディアへの掲載回数についても目標を下回ってはいるが、情報提供件数はほぼ横ばいであ
り、プレスリリースに対する職員の意識は高くなっている。情報提供件数をさらに増加させるととも
に、掲載率がより高まるような工夫が必要である。

  妥当であった

  どちらかと言えば妥当であった

  どちらかと言えば妥当でなかった

  妥当でなかった

市民意識調査では、85%の方が「広報よしかわ」から、17.6%の方がホームページから市政
情報を入手しており、「広報の充実」における「広報よしかわ等発行事業」や「市ホームページ
管理運営事業」の役割は多いことや、「市民意識調査事業」のように幅広い年齢層に無
作為で調査を行うものなど、事務事業の構成は妥当である。

※構成する事務事業については裏面を参照

評価軸 ②
施策の

進捗状況

  反映できた

  どちらかといえば、反映できた

  どちらかといえば、反映できなかった

市民意識調査で「広報よしかわで必要な市政情報を得られている
か」の設問に「得られている・どちらかといえば得られている」と回答した
方は86.9%であり、概ね市民ニーズは反映できたと考える。

指標の達成状況を、

A=4点(達成度100%以上)、B=3点(達成度80～99％)、
C=2点(達成度50～79％)、D=1点(達成度49％以下)とする。

合計点は
1点

  やや順調でない（最終年度には50～80％程度達成度）

  おおむね順調（最終年度には80％以上の達成度）

  順調（最終年度には100％以上の達成度の見込み）  

  順調でない（最終年度には50％未満の達成度）

2点

施

策

の

評

価

評価軸 ①
指標達成状況

評価方法

3点

4点

2点

評価軸 ④
施策に対する

事務事業の構成

評価軸 ③
市民ニーズ
の反映度

  反映できなかった

評価点＝平均点＝指標達成状況合計点／指標の数

評価点

増加することが良いとされる指標 H27 R1 R1 R3
❷

プレス発表における新聞等への掲載回数
件

71 53 82 D 88

71.0 D 77.0

増加することが良いとされる指標 H28 R1 R1 R3指

標

区  分 指      標      名   （上 段） 単 位 設定時の値
実績値

❶
広報よしかわを毎月読んでいる人の割合

％
62.0 48.5

目標値
達成状況

最終目標値

指  標  の  性  質   （下 段） （年度） （目標年度） （目標年度）

施策小項目 関連部署名(4)

施策の
目的

・市政に反映させるために、的確な市民ニ-ズを把握することをめざす。
・市政を市民に伝えることで理解高まることをめざす。

役
割
分
担

市
民
の
役
割

市が展開する施策に対する理解と関心を高め、積極的
に市政に対して意見・要望などを発信することに努める。

施策に関する
個別計画

行
政
の

役
割

市民の多様なニ-ズを把握し市政に反映するため、市民
の意見・要望を積極的に聴取するとともに、市民が要
求・期待する市の情報を積極的に市民に発信する。

野尻 宗一

施策小項目 施策小項目 関連部署名(3)

施策小項目 広報の充実 施策小項目 関連部署名(2) 議会事務局

令和２年度 施策評価シート《令和元年度評価》

基

 
 
本

 
 
事

 
 
項

施策小項目 広聴の充実 施策小項目 関連部署名(1)

No. 6 - 1

政策室

施策名 第1節 広聴・広報の充実 所管部署名 政策室
まちづくり目標 第6章 まちづくりの推進のために（行政運営） 評価責任者

0
1
2
3
4

施策進捗度

市民ニーズ反映度

成果指標達成度

事務事業構成

施策評価

レーダーチャート
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1

1

1

1

1

1

1

1

今

後

の

展

開

【広聴】
市民の声を広く聴き、市政運営に反映させるために、投書、アンケート調査、市⾧キャラバンなど様々な手段を用いて積極的に聴取する。
【広報】
既存の広報紙やウェブサイトに加え、コミュニティFMやSNSなどの新たな情報発信ツールも活用し、幅広い世代に市政情報を伝えていく。
広報よしかわについては、特集記事を掲載し、それと連動した表紙とするなど、内容やデザインを改善しており、引き続き市民に興味を持ってもらえるような紙
面づくりに努める。議会広報についてはタブロイド版からA4版に変更し、より見やすく手に取ってもらえるような紙面づくりを目指す。
市ホームページについては誰もが利用しやすくなるようアクセシビリティの更なる向上を図る。
プレスリリースについてはできるだけ早い情報提供を図るなど工夫をし、マスメディア掲載回数の増加を目指す。

・広報よしかわ等発行事業：年12回発行。毎号に特集記事を掲載し表紙と連動させた。レイアウトを見直した。
・市民意識調査事業：年1回1,500人へ調査票を配布。回答意欲が高まるよう調査票を見直した。
・パブリシティ事務：令和元年度は131件の情報提供。こしがやエフエムでラジオコーナー金のなまずを毎週金曜日に放送。ツイッターを開始しリアルタイムな情報や市からのお知ら
せなどの情報発信を行った。
・市⾧キャラバン事業：「美南小学校の児童数等」、「総合運動公園」、「市民農園の再整備」についてキャラバンを開催し計145人から貴重な意見をいただいた。
・市⾧とランチミーティング事業：全小中学校で開催し、計66人の児童生徒と意見交換を行った。

100 現状のまま継続9 101206 一日市⾧事務 参加者の満足度 % 100

24 現状のまま継続

8 101205 市⾧とランチミーティング事業 参加者の満足度 % 90.00 100 現状のまま継続

7 101207 市⾧キャラバン事業 参加者数 人 40

53 現状のまま継続

6 904101 議会広報発行事業 配布部数 部 114,507 108,835 手段を改善

5 101203 パブリシティ事務 マスメディアを通じて市民へ情報提供された件数 件 84

94.00 現状のまま継続

4 101314 市民意識調査事業 市民意識調査の回収率 % 50.00 42.30 現状のまま継続

3 101204 市民の声事務 期限内回答数 % 85.00

86.90 現状のまま継続

2 101202 市ホームページ管理運営事業 ホームページアクセス数 回 5,000,000 7,767,896 現状のまま継続

1 101201 広報よしかわ等発行事業 広報よしかわ掲載内容や情報量への市民満足度 % 90.00

貢献
順位

事務事業
番号

事 務 事 業 名
成果指標 事業の方向性

（今後の方針）成果指標名 単位 R1目標値 R1実績値

構

成

す

る

事

務

事

業

特

記

事

項
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1
2

令和２年度 施策評価シート《令和元年度評価》

基

 
 
本

 
 
事

 
 
項

施策小項目 情報公開・個人情報保護の適正な運用 施策小項目 関連部署名(1)

No. 6 - 2

総務部庶務課

施策名 第2節 情報公開の推進 所管部署名 総務部
まちづくり目標 第6章 まちづくりの推進のために（行政運営） 評価責任者 浅水 明彦

施策小項目 施策小項目 関連部署名(3)

施策小項目 積極的な情報の提供 施策小項目 関連部署名(2) 議会事務局

施策小項目 関連部署名(4)

施策の
目的

・市民が必要な市の情報を必要なときに入手できることをめざす。
・市の保有している個人情報を本人の権利利益を害することのないよう管理すること
をめざす。

役
割
分
担

市
民
の
役
割

市が保有する公文書の情報公開請求や個人情報の開
示請求によって、市政運営や個人情報の管理などが適
正に行われているかを確認することに努める。

施策に関する
個別計画

行
政
の

役
割

市民がいつでも自由に行政情報を入手し、知ることがで
きるようにし、市政への市民参加を促進するとともに、自
己に係る情報を自らが管理する「自己情報コントロ-ル
権」を市民が行使できるようにする。

目標値
達成状況

最終目標値

指  標  の  性  質   （下 段） （年度） （目標年度） （目標年度）

指

標

区  分 指      標      名   （上 段） 単 位 設定時の値
実績値

❶
情報公開制度・個人情報保護制度研修の修了者数

人
172 158 180 B 300

増加することが良いとされる指標
H25年度～H27年

度の累計 R1 R1 H29年度～R3年
度の累計

 

3点

評価軸 ④
施策に対する

事務事業の構成

評価軸 ③
市民ニーズ
の反映度

  反映できなかった

評価点＝平均点＝指標達成状況合計点／指標の数

評価点

  おおむね順調（最終年度には80％以上の達成度）

  順調（最終年度には100％以上の達成度の見込み）  

  順調でない（最終年度には50％未満の達成度）

3点

施

策

の

評

価

評価軸 ①
指標達成状況

評価方法

3点

4点

評価日 令和2年9月30日

評価軸
①～④の
評価点の
平均点

評
価
の
理
由
・
説
明

事務事業は計画どおり実施できている。職員に対する研修も予定ど
おり実施しているが、研修参加者が目標より若干下回っている。

3点

施策に関する現状と課題 総合評価

・施策の進捗状況はおおむね順調であり、事務事業の構成も妥当であると考える。情
報公開請求等件数も増加傾向で市民に制度が定着しつつあるが、一方で職員が対
応する場面が増えることから、職員の制度に関する理解を深める必要がある。
・市議会傍聴者数、議会インターネット中継者数、市議会ホームページアクセス数とも
目標値を達成しており、議会活動に対する市民の関心が高まってきている。

  妥当であった

  どちらかと言えば妥当であった

  どちらかと言えば妥当でなかった

  妥当でなかった

情報公開は、制度のみならず日常の情報提供も当てはまるものであ
り、それぞれの事務事業で実施されている。これらの事務事業をすべ
てこの施策の事務事業とするのは困難であるため、現状の事務事業
の構成で妥当である。

※構成する事務事業については裏面を参照

評価軸 ②
施策の

進捗状況

  反映できた

  どちらかといえば、反映できた

  どちらかといえば、反映できなかった

市民ニーズを調査等で把握していないが、市民が市の情報や市が保
有する自己情報の開示を求めることは当然であり、市民ニーズは反
映できていると考えられる。一方、若干ではあるが、職員の制度に対
する理解不足が見受けられる。

指標の達成状況を、

A=4点(達成度100%以上)、B=3点(達成度80～99％)、
C=2点(達成度50～79％)、D=1点(達成度49％以下)とする。

合計点は
3点

  やや順調でない（最終年度には50～80％程度達成度）

0
1
2
3
4

施策進捗度

市民ニーズ反映度

成果指標達成度

事務事業構成

施策評価

レーダーチャート
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貢献
順位

事務事業
番号

事 務 事 業 名
成果指標 事業の方向性

（今後の方針）成果指標名 単位 R1目標値 R1実績値

100 現状のまま継続

2 904204 議会情報提供事業 市議会ホームページアクセス数 回 19,000 38,642 現状のまま継続

1 201104 情報公開及び個人情報保護事業 適正な情報公開・個人情報開示率 % 100

今

後

の

展

開

・情報公開及び個人情報保護事業については、公開請求等の件数が増えてきている。引き続き制度に関する研修を実施していく。
・市民の議会に対する関心が高まっていることから、迅速な情報としてインターネット中継や録画配信を行い、議会情報の提供を行っていく。

・情報公開・個人情報開示等件数は、62件（R1）で前年度より4件増加した。また、職員59人に対して制度研修を実施した。
・議会情報提供事業については、傍聴者に分かりやすい議会とするため配布資料を増やした。

Copyright(C)2020 Yoshikawa city office.all rights reserved



1
2

評価日 令和2年9月30日

評価軸
①～④の
評価点の
平均点

評
価
の
理
由
・
説
明

事務事業は計画どおり実施できている。令和元年度に研修を実施
したことで、情報通信技術を活用した手続の導入件数が大幅に伸
びた。

4点

施策に関する現状と課題 総合評価

・現在の事務事業は、おおむね順調である。一方、地方制度調査会や経済財政運
営と改革の基本方針2020などでも行政のデジタル化が求められており、事務事業の
内容拡充等が必要である。
・コンビニ交付の推進に当たっては、マイナンバーカードの普及が大前提である。デジタル
社会の基盤としてマイナンバーカードの普及は欠かせない。

  妥当であった

  どちらかと言えば妥当であった

  どちらかと言えば妥当でなかった

  妥当でなかった

事務事業の構成は妥当であり、特段変更する必要はないと考えら
れるが、ICTの活用がますます求められることから、事業内容の充実
等を検討する必要がある。

※構成する事務事業については裏面を参照

評価軸 ②
施策の

進捗状況

  反映できた

  どちらかといえば、反映できた

  どちらかといえば、反映できなかった

市民ニーズを調査等で把握していないが、ICTを活用した手続につい
ては、ますます導入が求められる。導入件数については、大幅に伸び
たが、まだ実施可能なものがあると思われる。

指標の達成状況を、

A=4点(達成度100%以上)、B=3点(達成度80～99％)、
C=2点(達成度50～79％)、D=1点(達成度49％以下)とする。

合計点は
4点

  やや順調でない（最終年度には50～80％程度達成度）

  おおむね順調（最終年度には80％以上の達成度）

  順調（最終年度には100％以上の達成度の見込み）  

  順調でない（最終年度には50％未満の達成度）

4点

施

策

の

評

価

評価軸 ①
指標達成状況

評価方法

3点

4点

4点

評価軸 ④
施策に対する

事務事業の構成

評価軸 ③
市民ニーズ
の反映度

  反映できなかった

評価点＝平均点＝指標達成状況合計点／指標の数

評価点

 

6 A 8

増加することが良いとされる指標 H27 R1 R1 R3指

標

区  分 指      標      名   （上 段） 単 位 設定時の値
実績値

❶
情報通信技術を活用した手続きの導入件数

件
3 19

目標値
達成状況

最終目標値

指  標  の  性  質   （下 段） （年度） （目標年度） （目標年度）

施策小項目 関連部署名(4)

施策の
目的

情報通信技術を積極的に活用し、市民の利便性の向上をめざす。

役
割
分
担

市
民
の
役
割

マイナンバー制度の内容を理解し、カードの取得並びに活
用に努めるとともに、市が展開する窓口サʷビス業務の
電子化に対して、意見や要望などを行政に発信すること
に努める。

施策に関する
個別計画

行
政
の

役
割 市民が求める窓口サʷビスを正確かつ迅速に提供する。

浅水 明彦

施策小項目 施策小項目 関連部署名(3)

施策小項目 情報通信技術を活用した利便性の向上 施策小項目 関連部署名(2) 総務部市民課

令和２年度 施策評価シート《令和元年度評価》

基

 
 
本

 
 
事

 
 
項

施策小項目 情報機器の適正な管理運用 施策小項目 関連部署名(1)

No. 6 - 3

総務部庶務課

施策名 第3節 情報化の推進 所管部署名 総務部
まちづくり目標 第6章 まちづくりの推進のために（行政運営） 評価責任者

0
1
2
3
4

施策進捗度

市民ニーズ反映度

成果指標達成度

事務事業構成

施策評価

レーダーチャート

Copyright(C)2020 Yoshikawa city office.all rights reserved
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今
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地方制度調査会や経済財政運営と改革の基本方針2020で行政のデジタル化が掲げられ、さらにデジタル行政推進法の制定、デジタル・ガバメント実行計
画など、ICTの更なる活用が求められている。人口減少により職員の確保が困難になることが予想され、ICTを活用しなければ行政が停滞する可能性もある。
現在の事務事業の内容を充実させる必要がある。

・令和元年度については、電子申請に関する研修を実施し、大幅に情報通信技術を活用した手続の導入件数が増加した。
･コンビニ交付については、マイナンバーカードの交付枚数の増加に伴い、利用件数が増加した。

1,708 現状のまま継続5 203203 コンビニエンスストア証明書交付事業 コンビニ交付利用件数 枚 1,500

96 現状のまま継続

4 201204 総合行政情報ネットワーク事業 保守業者との打合せ 回 12 12 現状のまま継続

3 201203 行政情報システム事業 情報セキュリティ研修の成果 点 95

19 現状のまま継続

2 201202 住民基本台帳ネットワーク事業 通信記録の点検 回 2 2 現状のまま継続

1 201201 住民情報系システム事業 システム改修の実施 件 11

貢献
順位

事務事業
番号

事 務 事 業 名
成果指標 事業の方向性

（今後の方針）成果指標名 単位 R1目標値 R1実績値

構

成

す

る

事

務

事

業

特

記

事

項
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1 5
2
3
4

評価日 令和2年9月30日

評価軸
①～④の
評価点の
平均点

評
価
の
理
由
・
説
明

目標指標である「市全体の取り組みに対する満足度」（市民意識
調査における「行政サービスに対する満足度」）については、当初値
よりは増加しているものの、職員対応に関する意見もあり前年より減
少している。また、事務事業評価の達成度については、目標値を達
成しており、施策全体としては概ね順調に推移している。

3点

施策に関する現状と課題 総合評価

・多様化する市民ニーズや新たな行政課題に柔軟かつ迅速な対応が求められている。
効果的かつ効率的な行政運営を行うため、限られた資源の効率的な活用や、民間
手法の研究などを引き続き推進していく必要がある。
・今後の少子高齢化や人口減少に備え、職員一人ひとりの資質の向上が不可欠と
なっている。

  妥当であった

  どちらかと言えば妥当であった

  どちらかと言えば妥当でなかった

  妥当でなかった

基本構想に掲げる将来都市像の実現に向け、効果的な行政運営
の実施や、効率的な業務執行を図る事務事業により構成されており
妥当である。

※構成する事務事業については裏面を参照

評価軸 ②
施策の

進捗状況

  反映できた

  どちらかといえば、反映できた

  どちらかといえば、反映できなかった

各種計画の策定にあたっては、市民参画手続きにより意見聴取を
行うことで、計画への反映に努めている。また、市民意識調査を毎年
行い、全庁で、様々な事業の検討に活用しているが、多様化する市
民ニーズのすべてを反映することは困難となっている。

指標の達成状況を、

A=4点(達成度100%以上)、B=3点(達成度80～99％)、
C=2点(達成度50～79％)、D=1点(達成度49％以下)とする。

合計点は
3点

  やや順調でない（最終年度には50～80％程度達成度）

  おおむね順調（最終年度には80％以上の達成度）

  順調（最終年度には100％以上の達成度の見込み）  

  順調でない（最終年度には50％未満の達成度）

3点

施

策

の

評

価

評価軸 ①
指標達成状況

評価方法

3点

4点

5点

評価軸 ④
施策に対する

事務事業の構成

評価軸 ③
市民ニーズ
の反映度

  反映できなかった

評価点＝平均点＝指標達成状況合計点／指標の数

評価点

増加することが良いとされる指標 H27 R1 R1 R3
❷

事務事業評価の達成度
％

77.7 80.2 79.2 A 80.0

76.9 D 80.0

増加することが良いとされる指標 H28 R1 R1 R3指

標

区  分 指      標      名   （上 段） 単 位 設定時の値
実績値

❶
市全体の取り組みに対する満足度

％
72.3 73.6

第6次吉川市定員適正化計画（平成27年度～令和2年度）

吉川市人材育成基本方針(平成30年度～)

目標値
達成状況

最終目標値

指  標  の  性  質   （下 段） （年度） （目標年度） （目標年度）

施策小項目 組織体制の整備 関連部署名(4)

施策の
目的

・明確な目標設定と評価、評価に基づく継続的改善が行われることをめざす。
・市民満足度のより一層の向上をめざす。
・社会情勢等により変化する行政需要に迅速かつ的確に対応できる組織をめざす。
・職員研修の充実により職員の能力向上、専門性の育成を推進するとともに、優れ 役

割
分
担

市
民
の
役
割

市の施策に対する関心を高め、まちづくりの想いを共有す
ることに努める。

施策に関する
個別計画

第4次よしかわ行財政改革大綱(平成27年度～令和元年度）

吉川市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成27年度～令和元年度）
行
政
の

役
割

各分野の計画における施策などの目標を明確にし、進
行管理と説明責任を果たす。また、自らの創意工夫を
持って、自治体経営を行う。

野尻 宗一

施策小項目 計画的な行財政改革の推進 施策小項目 関連部署名(3)

施策小項目 品質マネジメントシステムの推進 施策小項目 関連部署名(2)

令和２年度 施策評価シート《令和元年度評価》

基

 
 
本

 
 
事

 
 
項

施策小項目 行政評価によるマネジメントの推進 施策小項目 人事管理の充実 関連部署名(1)

No. 6 - 4

政策室

施策名 第4節 計画的・総合的な行政の推進 所管部署名 政策室
まちづくり目標 第6章 まちづくりの推進のために（行政運営） 評価責任者

0
1
2
3
4

施策進捗度

市民ニーズ反映度

成果指標達成度

事務事業構成

施策評価

レーダーチャート

Copyright(C)2020 Yoshikawa city office.all rights reserved



1

2

1

2

1

1

1

2

今

後

の

展

開

・第5次吉川市総合振興計画後期基本計画を計画的に推進するために、第5期実施計画の改定を行う。
・令和3年度に現行の第5次総合振興計画が計画満了となることから、第6次吉川市総合振興計画の策定を進める。
・市民ニーズの多様化や社会情勢の変化に対応していくため、適正な職員の定員管理に努める。
・ISO9001品質マネジメントシステムを活用することで、継続的な改善を図り、市民満足度の向上を図る。
・業務プロセス管理表に関して、その意義や管理意識について、改めて周知・徹底を図り、より効率的な事務を進めていく。

・第5次総合振興計画後期基本計画の推進にあたっては、社会情勢や市民ニーズ、財政状況などの変化に柔軟に対応できるよう、第5期実施計画の策定を行った。
・行財政改革大綱については、各取り組みの進捗管理を行いながら、SDGsなどの新たな視点を加え、「第5次よしかわ行財政改革大綱」を策定した。
・総合戦略については、事業の進捗などに併せ具体的な取り組みの整理を行い、SDGsなどの新たな要素を盛り込み改定した。
・職員研修については、SDGsを意識した広い視野を持つことで、新たな解決策を導き出せるよう、「SDGs研修」を実施した。

73.60 現状のまま継続

8 101317 行政評価事業 施策評価の目標達成度 % 40.00 43.20 現状のまま継続

7 101316 ＩＳＯ９００１供給者適合宣言事業 行政サービスにおける満足度 % 80.00

88.00 現状のまま継続

6 101410 職員採用事務 職員採用者数 人 15 15 現状のまま継続

5 101401 職員研修事業 意識変化率 % 80.00

87.30 現状のまま継続

4 101405 人事管理事務 定員適正化率 % 100 100 現状のまま継続

3 101313 地方版総合戦略策定事業  吉川市の幸福度調査 % 85.00

33 現状のまま継続

2 101315 行財政改革推進事業 行政サービスにおける満足度 % 80.00 73.60 現状のまま継続

1 101312 総合振興計画策定事業 実施計画に掲載された新規事業及び拡充事業の数 件 20

貢献
順位

事務事業
番号

事 務 事 業 名
成果指標 事業の方向性

（今後の方針）成果指標名 単位 R1目標値 R1実績値

構

成

す

る

事

務

事

業

特

記

事

項
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1
2
3
4

評価日 令和2年9月30日

評価軸
①～④の
評価点の
平均点

評
価
の
理
由
・
説
明

・「実質公債費比率」については、目標値を下回っており、現状では
健全な財政を維持できている。
・「市税の収納率」については、現状で最終目標値を上回っており、
目標達成している。

4点

施策に関する現状と課題 総合評価

 持続可能な財政運営の推進にあたり、国・県補助金や交付税措置のある地方債を活用する
など、有効な制度の活用を図っている。今後は、公共施設の⾧寿命化や、吉川美南駅東口周
辺地区土地区画整理事業の推進による市債残高の累増が課題となる。
 また、市税の収納率については、適正な課税と公平な徴収に積極的に取り組んだ結果、目標
値を達成することができた。今後も公平な徴収に努めるために、効果的な納税催告を行い、滞納
繰越をさせないよう資力に応じた早期の滞納処分を実施していく。

  妥当であった

  どちらかと言えば妥当であった

  どちらかと言えば妥当でなかった

  妥当でなかった

・持続可能な財政運営を目指すには、予算編成、予算管理から起
債や基金を管理し、決算分析において財政運営状況を判断するこ
とと、市の根源財源である市税の管理が重要であり、事務事業の
構成は妥当と判断できる。

※構成する事務事業については裏面を参照

評価軸 ②
施策の

進捗状況

  反映できた

  どちらかといえば、反映できた

  どちらかといえば、反映できなかった

・市民ニーズを把握していないが、潜在的に「市民負担の公平性」を
望んでいる中、「市税の収納率」について目標値を上回っている状況
は、市民ニーズを反映できていると判断できる。

指標の達成状況を、

A=4点(達成度100%以上)、B=3点(達成度80～99％)、
C=2点(達成度50～79％)、D=1点(達成度49％以下)とする。

合計点は
4点

  やや順調でない（最終年度には50～80％程度達成度）

  おおむね順調（最終年度には80％以上の達成度）

  順調（最終年度には100％以上の達成度の見込み）  

  順調でない（最終年度には50％未満の達成度）

4点

施

策

の

評

価

評価軸 ①
指標達成状況

評価方法

3点

4点

8点

評価軸 ④
施策に対する

事務事業の構成

評価軸 ③
市民ニーズ
の反映度

  反映できなかった

評価点＝平均点＝指標達成状況合計点／指標の数

評価点

増加することが良いとされる指標 H27 R1 R1 R3
❷

市税の収納率
％

98.80 99.14 98.90 A 99.00

8.20 A 10.00

減少することが良いとされる指標 H27 R1 R1 R3指

標

区  分 指      標      名   （上 段） 単 位 設定時の値
実績値

❶
実質公債費比率

％
4.50 7.00

目標値
達成状況

最終目標値

指  標  の  性  質   （下 段） （年度） （目標年度） （目標年度）

施策小項目 財政状況の公開 関連部署名(4) 健康⾧寿部国保年金課

施策の
目的

計画的な行政運営を推進するために必要な財源が確保できるよう、継続的かつ安
定的な財政運営をめざす。

役
割
分
担

市
民
の
役
割

・市の財政状況を理解するとともに、市民が自らできるこ
とは、自ら行うよう努める。
・市税に対する理解に努める。

施策に関する
個別計画

行
政
の

役
割

・効率的かつ効果的な財政運営に努める。
・市税の適正な課税に努め、公正な徴収を図る。

浅水 明彦

施策小項目 財源の確保 施策小項目 関連部署名(3) 総務部収納課
施策小項目 計画的な市債の活用 施策小項目 関連部署名(2) 総務部課税課

令和２年度 施策評価シート《令和元年度評価》

基

 
 
本

 
 
事

 
 
項

施策小項目 計画的な財源配分 施策小項目 関連部署名(1)

No. 6 - 5

総務部財政課

施策名 第5節 持続可能な財政運営 所管部署名 総務部
まちづくり目標 第6章 まちづくりの推進のために（行政運営） 評価責任者

0
1
2
3
4

施策進捗度

市民ニーズ反映度

成果指標達成度

事務事業構成

施策評価

レーダーチャート

Copyright(C)2020 Yoshikawa city office.all rights reserved



1

1

1

1

1

2

1

1

1

1

1

1

1

1

今

後

の

展

開

 持続可能な財政運営を推進するため、引き続き国・県の制度や、交付税措置のある地方債を有効に活用するとともに、公債費比率や市債残高の推移
を注視していく。また、財源の根幹である市税収入を確保するため、市民への税制度の理解を求めつつ、適正な課税と公平な徴収に取り組み、収納率の向
上に努める。

【起債管理事務】
 民間金融機関からの資金調達については、借入利率の見積合せを実施し、利子額の軽減に努めている。
【市税滞納整理事務】
 滞納整理事務は、滞納者への催告や納税交渉を繰返し行うことが収納率向上につながるため、催告等の内容や実施時期を見直して効率化を図ってき
た。また、納税交渉を行い自主納付をさせることを基本とするが、納税意思や交渉余地がない滞納者に対しては、資力に応じて早期に滞納処分を実施する
こととした。

11,091,569 拡大

14 205201 税外債権管理事務 税外債権徴収事務移管案件収納率 % 30.00 29.64 現状のまま継続

13 205101 市税収納整理事務 収納消込した市税収納額 千円 10,848,000

1,725,568 現状のまま継続

12 204302 固定資産税償却資産課税事務 固定資産税調定額（償却資産） 千円 445,629 457,363 現状のまま継続

11 204301 固定資産税評価課税事務（家屋） 固定資産税調定額（家屋） 千円 1,708,439

464,576 現状のまま継続

10 204201 固定資産税評価課税事務（土地） 市内の標準宅地数 地点 225 210 現状のまま継続

9 204104 たばこ税調定事務 たばこの調定額 千円 452,000

448,936 現状のまま継続

8 204103 軽自動車税賦課事務 軽自動車税調定額 千円 119,238 121,236 現状のまま継続

7 204102 法人市民税賦課事務 法人市民税調定額 千円 433,149

1,600,527 他の事業に統合

6 204101 住民税賦課事務 個人市民税賦課決定税額 千円 4,113,318 4,311,308 現状のまま継続

5 202104 基金管理事業 基金残高（庁舎建設基金を除く） 千円 1,524,000

1,185,972 現状のまま継続

4 202102 決算分析事業 ホームページのアクセス数 件 1,100 4,301 現状のまま継続

3 202101 予算編成・予算管理事務事業 財政調整基金の年度末残高 千円 1,233,000

7.00 現状のまま継続

2 205102 市税滞納整理事務 市税収納率（現年課税分） % 99.20 99.14 現状のまま継続

1 202103 起債管理事務 実質公債費比率 % 7.20

貢献
順位

事務事業
番号

事 務 事 業 名
成果指標 事業の方向性

（今後の方針）成果指標名 単位 R1目標値 R1実績値

構

成

す

る

事

務

事

業

特

記

事

項
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1
2
3

評価日 令和2年9月30日

評価軸
①～④の
評価点の
平均点

評
価
の
理
由
・
説
明

・庁舎は、耐震性の高い災害拠点施設として平成30年3月に竣工
し、平成30年5月7日から業務を開始した。また、令和元年5月末で
旧庁舎の解体工事が完了した。
・公共施設の個別施設計画の策定に向け、令和元年度劣化調査
を実施した。

4点

施策に関する現状と課題 総合評価

・旧庁舎の跡地利用について、福祉を目的とした事業の方針はあるものの、具体的内容
や手法について検討する必要がある。
・令和元年度において、個別施設計画（⾧寿命化計画）を策定するため、公共施設の
劣化度調査を実施した。今後においても毎年、各公共施設の管理者により劣化調査及
び評価を行う必要がある。
・市が所有する未利用財産のうち、2件を公売したところ1件が落札した。引き続き未利用
財産については売却を行っていく必要がある。

  妥当であった

  どちらかと言えば妥当であった

  どちらかと言えば妥当でなかった

  妥当でなかった

・公有財産を管理する事務事業で構成されている。

※構成する事務事業については裏面を参照

評価軸 ②
施策の

進捗状況

  反映できた

  どちらかといえば、反映できた

  どちらかといえば、反映できなかった
・新庁舎建設にあたり、市⾧キャラバンを実施するなど市民のニーズを
取り入れることができた。

指標の達成状況を、

A=4点(達成度100%以上)、B=3点(達成度80～99％)、
C=2点(達成度50～79％)、D=1点(達成度49％以下)とする。

合計点は
4点

  やや順調でない（最終年度には50～80％程度達成度）

  おおむね順調（最終年度には80％以上の達成度）

  順調（最終年度には100％以上の達成度の見込み）  

  順調でない（最終年度には50％未満の達成度）

4点

施

策

の

評

価

評価軸 ①
指標達成状況

評価方法

4点

4点

4点

評価軸 ④
施策に対する

事務事業の構成

評価軸 ③
市民ニーズ
の反映度

  反映できなかった

評価点＝平均点＝指標達成状況合計点／指標の数

評価点

- A 完了

- - H30 H30 -指

標

区  分 指      標      名   （上 段） 単 位 設定時の値
実績値

❶
耐震性を確保した新庁舎の建設

-
- 完了

目標値
達成状況

最終目標値

指  標  の  性  質   （下 段） （年度） （目標年度） （目標年度）

施策小項目 関連部署名(4)

施策の
目的

行政サ-ビスの提供に必要となる適正な財産保有と公有財産の効率的・効果的で
適正な管理をめざす。

役
割
分
担

市
民
の
役
割

公有財産等の適正な維持管理や売却・処分、新庁舎
建設に関心を高めるとともに、情報を共有化し、意見等
を行政に発信することに努める。

施策に関する
個別計画

公共施設等総合管理計画（平成27年度～令和26年度）

行
政
の

役
割

市が所有する公有財産の有効活用や適正な維持管理
に努めるほか、現庁舎が抱える様々な課題、新庁舎の
必要性について説明責任を果たし、早期に新庁舎を建
設する。

浅水 明彦

施策小項目 公共施設等のマネジメント確立 施策小項目 関連部署名(3)

施策小項目 新庁舎の建設 施策小項目 関連部署名(2) 政策室

令和２年度 施策評価シート《令和元年度評価》

基

 
 
本

 
 
事

 
 
項

施策小項目 公有財産の適正管理 施策小項目 関連部署名(1)

No. 6 - 6

総務部財政課

施策名 第6節 公有財産の適正管理 所管部署名 総務部
まちづくり目標 第6章 まちづくりの推進のために（行政運営） 評価責任者

0
1
2
3
4

施策進捗度

市民ニーズ反映度

成果指標達成度

事務事業構成

施策評価

レーダーチャート
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1

1

1

1

1

1

1

1

今

後

の

展

開

・旧庁舎跡地の活用について、具体的検討を進める。
・市内公共施設の個別施設計画（⾧寿命化計画）をＲ2年度中に策定する。また、公共施設の劣化度調査・評価については、毎年行う。

・新庁舎建設事業は、令和元年度旧庁舎の解体工事が完了したため、事務事業が完了した。

0 現状のまま継続

8 202208 旧庁舎管理事業 庁舎跡地の方向性の決定 件 1 1 現状のまま継続

7 202204 特別職車両運転業務 事故件数 件 0

270 現状のまま継続

6 202203 バス管理事業 車両事故件数 件 0 0 現状のまま継続

5 202202 集中管理車管理事業 車両稼働日数 日 270

80.00 現状のまま継続

4 202205 公有財産等管理事業 公有地に対する苦情件数 件 0 0 手段を改善

3 202301 市有建築物営繕事業 個別施設計画の策定進捗率 % 80.00

83.00 終了・完了

2 202201 庁舎管理事業 庁舎内における事故発生件数 件 0 0 現状のまま継続

1 202209 新庁舎建設事業 工事成績評点78点以上 点 78.00

貢献
順位

事務事業
番号

事 務 事 業 名
成果指標 事業の方向性

（今後の方針）成果指標名 単位 R1目標値 R1実績値

構

成

す

る

事

務

事

業

特

記

事

項
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2

令和２年度 施策評価シート《令和元年度評価》

基

 
 
本

 
 
事

 
 
項

施策小項目 権限移譲の推進 施策小項目 関連部署名(1)

No. 6 - 7

政策室

施策名 第7節 地方分権の推進 所管部署名 政策室
まちづくり目標 第6章 まちづくりの推進のために（行政運営） 評価責任者 野尻 宗一

施策小項目 施策小項目 関連部署名(3)

施策小項目 広域連携の充実 施策小項目 関連部署名(2) 総務部市民課

施策小項目 関連部署名(4)

施策の
目的

自己決定、自己責任で、地域の問題を解決することをめざす。

役
割
分
担

市
民
の
役
割

地方分権に向けた市の取り組みについて関心を持ち、理
解することに努める。

施策に関する
個別計画

行
政
の

役
割

自己責任により自己決定し、自主・自律的に地域課題
を解決する。

目標値
達成状況

最終目標値

指  標  の  性  質   （下 段） （年度） （目標年度） （目標年度）

指

標

区  分 指      標      名   （上 段） 単 位 設定時の値
実績値

❶
計画期間内の権限移譲事務数

事務
- 0 - D 5

増加することが良いとされる指標 - R1 R1 H29年度～R3年
度の累計

1点

評価軸 ④
施策に対する

事務事業の構成

評価軸 ③
市民ニーズ
の反映度

  反映できなかった

評価点＝平均点＝指標達成状況合計点／指標の数

評価点

  おおむね順調（最終年度には80％以上の達成度）

  順調（最終年度には100％以上の達成度の見込み）  

  順調でない（最終年度には50％未満の達成度）

2点

施

策

の

評

価

評価軸 ①
指標達成状況

評価方法

3点

4点

評価日 令和2年9月30日

評価軸
①～④の
評価点の
平均点

評
価
の
理
由
・
説
明

権限移譲の推進にあたっては、新たな権限移譲を受けるにあたり、事務量に
応じた人員確保などの受入態勢の課題や、取扱件数の少ない事務のノウハウ
の蓄積に関する課題があり、受け入れができていない。
また、広域連携の充実については、埼玉県東南部連絡調整会議や住民の幸
福実感向上を目指す基礎自治体連合において、共通する行政課題の調査・
研究を行っている。

3点

施策に関する現状と課題 総合評価

・権限移譲においては、第五次埼玉県権限移譲方針に基づき検討しているが、年間
の取り扱い件数が少ない事務については、ノウハウが蓄積されにくいという課題があるた
め、移譲が受けにくい。
・広域連携においては、公共施設予約システムの運用など、市単独では実施や解決
が困難である行政運営について埼玉県東南部都市連絡調整会議（近隣市町で構
成）と共同で行っている。また、他自治体とともに新たな連携を研究している。

  妥当であった

  どちらかと言えば妥当であった

  どちらかと言えば妥当でなかった

  妥当でなかった

施策の体系に従い、各施策小項目に対応した事務事業で構成して
おり妥当である。

※構成する事務事業については裏面を参照

評価軸 ②
施策の

進捗状況

  反映できた

  どちらかといえば、反映できた

  どちらかといえば、反映できなかった

・権限移譲を受けた事務について、当市において継続して事務を取り
扱うことにより、市民サービスの向上につながっているが、上記の理由
により、新たな権限の受け入れができていない。
・広域連携について、公共施設予約システムの運用により、市民の
利便性向上につながっている。

指標の達成状況を、

A=4点(達成度100%以上)、B=3点(達成度80～99％)、
C=2点(達成度50～79％)、D=1点(達成度49％以下)とする。

合計点は
1点

  やや順調でない（最終年度には50～80％程度達成度）

0
1
2
3
4

施策進捗度

市民ニーズ反映度

成果指標達成度

事務事業構成

施策評価

レーダーチャート
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1

1構

成

す

る

事

務

事

業

特

記

事

項

貢献
順位

事務事業
番号

事 務 事 業 名
成果指標 事業の方向性

（今後の方針）成果指標名 単位 R1目標値 R1実績値

51 現状のまま継続

2 101307 広域圏行政推進事業 当該年度における広域での取り組み事業の数 件 2 2 現状のまま継続

1 101311 地方分権推進事務 特例条例ベースの移譲済み事務数 件 51

今

後

の

展

開

・権限移譲においては、市民の利便性の向上を図るため、積極的に権限移譲の検討を行う必要がある。今後も埼玉県の権限移譲方針において移譲対象
事務となったもののうち、市民の利便性の向上を考慮した上で、当市において受入環境が整った事務から権限移譲を進める。
・既に権限移譲を受けた事務について、取扱件数が極度に少ない事務が発生した際の対応がスムーズに行えるよう、庁内担当課の確認や県からのマニュアル
引継ぎなど、事務の整理を進める。

・広域連携においては、引き続き埼玉県東南部都市連絡調整会議等と連携を図り、共通する行政課題の調査及び研究を実施するなどの広域連携を図っ
ていく。

・埼玉県東南部都市連絡調整会議において、令和元年度中に、公共施設予約システム「まんまるよやくシステム」の契約期間満了（R3.10.31まで）を見
据え、次期システム調達に向けて調達仕様書等を作成、次期システムの内容を検討した。

Copyright(C)2020 Yoshikawa city office.all rights reserved



1
2

令和２年度 施策評価シート《令和元年度評価》

基

 
 
本

 
 
事

 
 
項

施策小項目 魅力の発掘と充実 施策小項目 関連部署名(1)

No. 6 - 8

政策室

施策名 第8節 シティプロモーションの推進 所管部署名 政策室
まちづくり目標 第6章 まちづくりの推進のために（行政運営） 評価責任者 野尻 宗一

施策小項目 施策小項目 関連部署名(3)

施策小項目 新たな魅力の創出 施策小項目 関連部署名(2)

施策小項目 関連部署名(4)

施策の
目的

市民が誇りに思えるような吉川の魅力を創出するとともに、市内外に発信すること
で、まちの価値を高めることをめざす。

役
割
分
担

市
民
の
役
割

・市の歴史や文化、産業に興味を持ち、SNSなどによる
情報の発信に努める。
・市の新たな魅力の発見・発掘や創造に努める。

施策に関する
個別計画

吉川市シティプロモーション基本方針(平成28年度～）

行
政
の

役
割

市民が誇りに思えるような吉川の魅力を創出するととも
に、市内外に発信することで、まちの価値を高めることをめ
ざす。

目標値
達成状況

最終目標値

指  標  の  性  質   （下 段） （年度） （目標年度） （目標年度）

指

標

区  分 指      標      名   （上 段） 単 位 設定時の値
実績値

❶
市への愛着度

％
78.30 75.40 79.43 D 80.00

増加することが良いとされる指標 H27 R1 R1 R3

❷
人口(4月1日現在）

人
71,179 73,014 73,472 B 75,000

増加することが良いとされる指標 H28 R1 R1 R3

4点

評価軸 ④
施策に対する

事務事業の構成

評価軸 ③
市民ニーズ
の反映度

  反映できなかった

評価点＝平均点＝指標達成状況合計点／指標の数

評価点

  おおむね順調（最終年度には80％以上の達成度）

  順調（最終年度には100％以上の達成度の見込み）  

  順調でない（最終年度には50％未満の達成度）

2点

施

策

の

評

価

評価軸 ①
指標達成状況

評価方法

3点

3点

評価日 令和2年9月30日

評価軸
①～④の
評価点の
平均点

評
価
の
理
由
・
説
明

・目標指標である人口については、目標値には届いていないものの概
ね順調に推移しているものと評価できる。また、「市への愛着度」につ
いては、近年、転入者が増加しており、在住年数を重ねるほど高くな
る指標であるため目標の達成には至っていない。

3点

施策に関する現状と課題 総合評価

・指標の「愛着度」については、在住年数を重ねるほど高くなる指標であるため、近年
転入者が増加していることから数値が低くなっているものと思える取り組みが必要であ
る。
・シティプロモーションにつながる事業は、各課において様々展開されているものの、事業
の位置づけやプロモーション活動等は、個々で行っている状況であり、市としてのプロモー
ションとして整理することで、より効果的なPRができる。

  妥当であった

  どちらかと言えば妥当であった

  どちらかと言えば妥当でなかった

  妥当でなかった

・市では、特産品などを活用したプロモーションを各部署において行っ
ている。本施策では、それらの取組みを整理し、市の魅力として発信
していく必要があり、プランとして取りまとめるための事務事業を設定し
ており妥当である。

※構成する事務事業については裏面を参照

評価軸 ②
施策の

進捗状況

  反映できた

  どちらかといえば、反映できた

  どちらかといえば、反映できなかった

・毎年実施している市民意識調査において、「市への愛着度」のほ
か、認知度や市の強みなどについて継続的に調査、分析し、報告書
としてまとめている。各課に対しては、データベースとして、市民ニーズの
把握や各事業への参考となるよう情報の共有を図っていることから、
概ね反映できているものと評価できる。

指標の達成状況を、

A=4点(達成度100%以上)、B=3点(達成度80～99％)、
C=2点(達成度50～79％)、D=1点(達成度49％以下)とする。

合計点は
2点

  やや順調でない（最終年度には50～80％程度達成度）

0
1
2
3
4

施策進捗度

市民ニーズ反映度

成果指標達成度

事務事業構成

施策評価

レーダーチャート
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構

成

す

る

事

務

事

業

特

記

事

項

貢献
順位

事務事業
番号

事 務 事 業 名
成果指標 事業の方向性

（今後の方針）成果指標名 単位 R1目標値 R1実績値

73.80 効率化1 101318 シティプロモーション事業 市への定住意向 % 80.00

今

後

の

展

開

・市の魅力や資源の情報発信については、シティプロモーション基本方針に基づき様々な施策の中で行っている。これらの取組みを整理し、全庁で市内外に
戦略的に発信していく必要がある。

・シティプロモーション自治体等連絡協議会を通じて、先進的な手法などについて情報収集を行い、関係部署に情報提供を行った。また、各部署で行ってい
る愛着心の醸成や認知度の向上につながる事業の整理を進めている。
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